
[ １ ]

２０１０年 春期

ＮＯ３１号

たかやなぎかつみ

歩む会ニュース

発行責任者 高 柳 勝 巳

〒378-0055沼田市柳町2570-11

割田アパート２号

ＴＥＬ・ＦＡＸ２２－６８６０

と

ＨＰ http://www.orahoo.com/ayumu-kai/ Ｅメール kt.takyanagi-710@au.wakwak.com

第 ３１ 号 目 次
私の一般質問 Ｐ２～

５

新年度予算について

食育について

Ｈ２２年度予算審査特別委 Ｐ６～

７

介護予防サービス計画作成事業・給食費

知的障害者対策事業・奨学資金貸付事業

図書資料購入事業・橋りょう補修事業

新年度予算案を含む３月定例会は、１日

から１７日開催されました。

一般質問で私は、期待感が強かっただけ

に失望感から、支持率が急下降している民

主党政権下の新年度予算を受けて、沼田市

新年度予算は、どの「意思」を尊重して、

どこを強く反映させようとしたのかを中心

に質問しました。

予算審査では教育・福祉を中心に当局の

考えを資しました。

解体造成が始まった上の町

１街区てんぐプラザ周辺です。

Ｈ２２年度での中心市街地土

地区画整理事業費は約３億２，

５００万円で、進捗率は約２８

％となるといいます。

あと４年で事業終結は困難な

ので延長申請する予定ですが…。

２街区への移築復元が決まった

生方記念文庫の玄関口です。

前号で掲載したように、恐らく

教育委員会としては、現状のまま

保存活用を望んでいたと推察され

ます。材木町の旧沼田貯蓄銀行と

「一体管理運営」が目指され、工

事中は図書館で文献は無料公開さ

れる予定です。
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うわさの東京マガジン
ＴＢＳテレビの番組で、首都

圏の道路が、老朽化した下水管

の破裂によって陥没した事故や

地方の橋が危険なまま、修繕で

きない実態が放送されました。

また、数年前には米国の大きな橋が崩落

していく映像も記憶に新しいと思います。

原因は、「欲望」を「住民ニーズ」に置

き換え、そしてそれを「支持率」につなげ

てきた「制度や仕組み」が後押しし続けて

きた結果だと考えます。

すぐに「新品購入」を決めてしまう前に

「立ち止まって再考」できる仕組みが求め

問い：新政権の下での初の予算案が示され、

今国会でも審議されています。

予算編成の基本理念は、①コンクリート

から人へ、②新しい公共、③未来への責任、

④地域主権、⑤経済成長と財政規律の両立、

の５つを柱とし、その基本方針は「地域の

ことは地域で決める地域主権の確立」を視

野に入れ、地方交付税額の総額確保と「地

域活性化・雇用等臨時特例費」の計上等が、

その特徴点となっています。

こうした国の基本方針の転換も受けて、

本市では新年度予算にどのような特徴点を

持たせ、この予算によって市民に何を伝え、

沼田市をどのような姿にしようとしている

のか、その達成目標を伺います。

答え：地域経済の活性化に資するため、投

資的経費である普通建設事業費を対前年度

比で８．９％増とし、予算編成方針に基づ

き優先すべき主要事務事業を中心に可能な

限り計上に努めたものです。

達成目標については、今次の新政権によ

る大きな政策の転換に的確に対応すること

に努めましたが、歳入の根幹をなす市税が

地域経済動向などを反映して、依然として

伸びが期待できない厳しい状況ですので、

限られた財源の中で市民生活に直結する事

業を優先して各事業を予算化しました。

総体的には「市民生活重視の堅実型予算」

となっており、今後も堅実な財政運営と財

政基盤の強化に取り組んでいきたいと考え

ています。

高柳勝巳の一般質問①
新年度予算について

【質問の動機と趣旨】
民主党政権による「人間のための経済」

や「緑の分権改革」を沼田市予算へ、どう
活かしたのかという視点で以下の３つを資
しました。
①新年度予算の特徴点と目標到達の姿は？
②インフラ整備と持続可能な財政運営
③地方自治体が負うべき行政範囲と
（適正）予算規模

私の一般質問の説明ページ

問い：日本は、戦後の荒廃期を乗り越え、

高度成長と人口増加の時代へ対応するため、

道路や公共施設、下水道などの社会的イン

フラ整備も短期間で一気に整備され、今、

そうしたインフラが半世紀を経過して「更

改期」を迎えつつあります。

最近では、こうしたことに起因した道路

の陥没や橋りょうの老朽化を伝える報道も

しばしば見受けられます。当然これを放置

しておけば、市にとっては一度に大きな財

政負担となるばかりか、重大事故にもつな

がります。

インフラ整備を無原則に拡大した上に、

壊れてから直す「事後修繕型」から、真に

必要な整備を計画的に行う「事前予防型」

へ転換していかないと、財政が追いつかな

くなってしまうのは必然となります。市長

の基本的な考え方を伺います。

答え：インフラ整備の予算化に当たっては、

合併特例債や過疎債などを充当している事

業が多いため、後年度負担への留意と事業

の適債性・財源の有効性等を勘案のうえ、

「公債費負担適正化計画」に沿って全庁的

な起債発行の抑制に努めるとともに、財政

規律を念頭に置き、今後も持続可能な財政

思考模索
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少しは見えたけど

教育・福祉へは不安です。

インフラの整備には、「計画

性を持ったブレーキ」を…。少

子高齢化への対応へは「実効あ

るアクセル」を…。

今回私は、少々乱暴に言えば、２つの相

反する質問を一度に展開したわけです。

市長は、新年度予算を「市民生活重視の

堅実型予算」と表現しましたが、残念なが

らまだ、投資的経費を増額できる状態にな

く「子ども手当の創設に伴う増額」（約９

億の国の事業）以外の教育・福祉関連予算

は、現状維持もしくは削減の実態でした。

新宿区とのカーボンオフセット、緑のカー

テン推進事業、公共施設省エネグリーン化

推進事業（利南公民館）、等は評価します

が教育・福祉は、やはり不安が残ります。

（６～７ページに一部を掲載しました。）

思考模索

私の一般質問の説明ページ

問い：市長は、財政適正化計画を作成した

２年前より、「身の丈に合った財政規模を

目指す」として人口が同規模の富岡市等に

標準を合わせていく考えを示して以降財政

の規模縮小を行ってきています。

生産年齢人口が減り、高齢者が相対的に

比率の高まる「成熟社会」とは、歳入が減

少し、行政需要が必然的に増える社会のこ

とです。これは、先ほどのインフラの整備

とは異なり、計画性を持ったとしても客観

的に行政需要が増加していくことを意味し、

ここを財政規律で抑制してはいけません。

「ない袖は振れない」として財政を健全

化できたとしても、地方自治体が負うべき

基本的な使命の放棄となっては、本末転倒

となってしまいます。

新政権では、厳しい財政事情にあっても、

「分散自立型・地産地消型社会」を視野に

入れた「緑の分権改革」を後押ししていく

ことも表明し、国と地方の間に協議の場を

確保したり、「地域活性化事業費」も計上

していると聞いています。

こうした国政の変化も踏まえ、規模縮小

のみにとらわれない計画的で柔軟な財政運

営を望みますが、市長の見解を伺います。

答え：地方自治体の役割は、住民の福祉の

増進を図ることを基本として、地域におけ

る行政を自主的かつ総合的に実施する役割

を広く担うものとするとしています。

扶助費の中でもとりわけ、子ども手当の

創設に伴う増額分が大きく起因しており、

平成２３年度で、満額支給されるとすれば、

子ども手当だけで１０億円程度増額になる

と見込まれ、その動向が本市の予算規模に

大きな影響を与えることになるものと思料

されます。

平成２５年度を目途に、一般会計予算規

模を今後の見込みが不透明な子ども手当を

除いて「１８０億円台半ば」に縮減できる

よう、財政の健全化に一層努めていきたい

と考えています。

解説、緑の分権改革
それぞれの地域資源（豊かな自

然環境、再生可能なクリーンエネルギー、

安全で豊富な食料、歴史文化資産、志のあ

る資金）を最大限活用する仕組を地方公共

団体と市民、ＮＰＯ等の協働・連携により

創り上げ、地域の活性化、絆の再生を図る

ことにより、地域から人材、資金が流出す

る中央集権型の社会構造を分散自立・地産

地消・低炭素型に転換し、「地域の自給力

と創富力（富を生み出す力）を高める地域

主権型社会」の構築を実現しようとするも

のです。

環境対策の一つとして、地域における低

炭素化の推進のための基礎的な条件整備を

図るため、地域におけるクリーンエネルギー

資源の賦存量の調査と先行実証調査を行い

ます。

市町村単位でのクリーンエネルギー資源の

調査(委託) ５千万円（平均）×６０団体

（総務省ホームページより抜粋しました。

豆知識
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私の一般質問の説明ページ

高柳勝巳の一般質問②
食育について

【質問の動機と趣旨】
民主党政権が目標としている地方の姿に

「緑の分権改革」があり、それは都市へ流
出していた「ヒト・モノ・カネ」を環境や
食で逆流を試みる政策と私は考えたのです。
そこで、食育を切り口に現状と課題を明

らかにしながら、今後に備えてもらおうと
質問しました。

問い：子どもたちを初め、すべての国民が

心身の健康を確保し、生涯にわたって生き

生きと暮らすことができるようにするため

には、何よりも「食」が重要です。

ところが近年、国民の食生活をめぐる環

境が大きく変化し、その影響が顕在化して

います。

例えば、栄養の偏り、不規則な食事、肥

満や生活習慣病の増加、食の海外への依存、

伝統的な食文化の危機、食の安全等、さま

ざまな問題が生じています。

このような問題を解決するキーワードが

「食育」であると認識しています。本市に

おいてどう展開していくのか伺います。

答え：一人ひとりの食生活は、食習慣の積

み重ねから長い年月をかけて培われていく

ものであることから、生涯の各年代に応じ

た食育への取り組みが必要であると考えて

います。

したがって、食育の位置付けとしては、

①妊産婦、乳幼児、子どもを中心とする望

ましい食習慣や知識の習得、家族そろって

の食事を楽しむなどを推進する「家庭での

食育」

②次いで、給食の提供を中心とした栄養指

導としての「学校での食育」、さらには食

に関する団体、市民等において食生活改善

等を実践している「地域での食育」

③これらを中心として相互に支援、連携を

持ちながら進めていくことにより、健全な

食習慣を身につけ、生涯にわたって心豊か

な人間性を育み生活できることを目指すこ

問い：文部科学省では、食育を『生きる上

での基本であって、知育、徳育及び体育の

基礎となるべきものと位置付けるとともに、

様々な経験を通じて「食」に関する知識と

「食」を選択する力を習得し、健全な食生

活を実践することができる人間を育てる食

育を推進することが求められている』と位

置付けて、食育基本法が制定される以前か

ら、その認識を深め取り組んできているこ

とは認識しつつも、改めて本市における

「食育」の取り組みを伺います。

また、「食育」を推進する上で欠かせな

い給食における取り組みや反映についても

伺います。

答え：具体的な取り組みでは、給食時に学

校栄養職員が学校訪問を実施し、児童生徒

に食事一口の大切さを理解させるとともに、

子どもの食育は家庭を中心に行われること

が基本であることから、保護者を対象とし

た親子料理教室や栄養教室などを開催し、

食育の推進に努めています。

また、家庭との連携に欠かすことのでき

ない手段である献立表や給食だよりを活用

して、単に昼食としてとらえるのではなく、

給食そのものが食育の教材であり、家庭に

おける食の手本であることの理解を深める

ため、食に関する情報を家庭へ発信し情報

栄養士さん、調理師さんに感謝！
今日は中学３年

生のみ「あげパン」

がついています。

容器や配送の関係

もあり、中３のみ

実施となりました。沼田センターでは揚げ

たコッペパンに一つ一つ丁寧に「きなこ」

をまぶしました。（給食センターＨＰより）

肉じゃがの日には、ジャガイモの食感を

生かすのに、機械を使わず、手作業でカッ

ト作業をしている記事も掲載されてました。
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学力向上には、
きちんと朝ごはん！

朝ごはんアンケートの結果か

ら、沼田市では朝ごはんを毎日
食べる児童生徒は８８．６％で
した。

また、その内容を見てみると、
主食を食べている人は９７．４％、主菜を

食べている人は５４．７％、副菜を食べて
いる人は３０．１％であり、主食のみにな
りがちで、栄養バランスが偏っています。

９月の給食だよりにも掲載したように、
主食のみでは、脳にエネルギーを与えるこ
とができても脳を働かせ記憶させるという

ことは難しいということがわかっています。
賢くなるためにも、主食＋主菜＋副菜＋

汁ものがそろったバランスの良い朝食を食

べましょう！（給食だよりから抜粋）
親が子どもに「勉強、勉強！」という前

に、しっかりした生活習慣や食習慣を身に
付けさせてあげることが、結果として「学
力の向上」にもつながる「一石二鳥」の効

果があるということですよねぇ～。（反省）

早寝早起き朝ごはん！

朝ごはん条例の町
青森県鶴田町では

○鶴田町朝ごはん条例 平成１６年３月
（目的）

第１条 この条例は、鶴の里健康長寿の町宣
言に基づき、米文化の継承を通して正しい
食習慣の普及と健康増進を図るため、基本

方針を定め 、併せて町長、町民 、関係機
関及び関係団体等の責務を明らかにするこ
とにより、総合的かつ計画的に運動を推進

し、もって、２１世紀の健康長寿目標を達
成することを目的とする。
（基本方針）

第２条町長は、次の各号に掲げる事項を基
本方針として、町民、関係機関及び関係団

体と一体となって朝ごはん運動を推進する
ものとする。
 ごはんを中心とした食生活の改善

 早寝、早起き運動の推進
 安全及び安心な農産物の供給
 鶴田町において生産された農産物の当該

地域内における消費の推進
 食育推進の強化

 米文化の継承

豆知識

問い：群馬県内の食育担当窓口は、ほとん

どが健康課になっておりますが、今後もこ

こを軸にして充実を目指していくお考えな

のかを伺います。

さらに、国においては、内閣総理大臣を

中心とした食育推進会議を設置し食育の総

合的な推進とそのための計画を策定し、食

育白書を毎年公表してその進捗を図ってい

るようです。地方もこれにならうよう求め

ていますが、これに積極的な市町村は、課

題もあってか、推進計画策定率は、約２５

％とまだ少数のようです。

「水と緑の大地・田園空間都市」を目指

す沼田としては、これに消極的ではいられ

ないのではないかとの気持ちで、本市にお

ける食育推進会議の設置と食育推進計画に

ついて伺います。

答え：食育は、あらゆる世代を対象に展開

されており、家庭、学校、地域をはじめと

して食育に関わる関係機関、関係団体等も

多方面にわたりますので、それぞれの分野

において推進しているのが現状で、総合的

な調整が図られていないのが実情であると

感じています。

食育推進計画は、現在、策定を進めてい

ます健康増進計画の中に位置づけて策定中

です。それらの方向性を具体的に推進して

いくための関係機関、関係団体等により構

成される食育推進会議等の推進組織につい

ては設置していない状況すが、食育推進計

画策定後、食育推進のための効果的な組織

の検討を進めていきたいと思います。

右の鶴田町では、すでに平

成１６年から「朝ごはん条例」

という、すごくシンプルな基本方針を町全

体で取り組み「学校給食応援隊」による１

５００食の自家野菜供給や「ひとかご運動」

による地元農家のりんごの寄附など、まち

づくりとなっています。沼田でもできるの

では…と例にとって質問しました。

思考模索

私の一般質問の説明ページ

私の感想
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○図書資料購入事業 １，９６８万円

質疑趣旨Ｈ１９年度は、２，９０９万円な

ので、４年間で１千万円の大幅減額となる。

２千円の本なら５千冊分だ。どこをどの

ように「節約」しているのか。

答弁趣旨様々工夫をしながら、節減してき

ています。「ぐんま子どものための２００

選」の児童書の確保と、次年度は、読書推

進年を意識した取り組みをしたい。

○奨学資金貸付事業 １，３４０万円

質疑趣旨景気が低迷し、マスコミ報道等で

は奨学資金の返済に苦労して、貸付も困惑

している状況下と聞くが心配だ。

実際の取り組みの中で、何か留意すべき

点などがあれば、うかがいたい。

答弁趣旨この制度は、経済的理由により進

学及び修学困難な者に対し、高校月２万円

大学月５万円を、基金により無利子で貸付

けするものです。

返済が滞った事例は、現在ありません。

また、ある卒業生は社会に進出後、返済金

と共に必ず「感謝の手紙」を添えていただ

き、こちらも励まされることもあります。

○介護予防サービス計画作成事業

１，４６９万８千円

質疑趣旨４年前のＨ１９年は２９，５８０

千円の計上額だったが、ケアマネさんが作

成するケアプランが高齢化してるのに激減

しているとは考えにくいがどうか…。

答弁趣旨Ｈ１８年より、介護予防ケアプラ

ンの外部委託はケアマネジャー1人当たり

８件を上限とするようになっていますが、

現在の委託件数は、７４人に３３６８件の

委託をしています。

質疑趣旨一人平均４５件という実態になっ

てしまうが、改善できないか？また、これ

をカバーするために、包括支援センター直

営での作成でも同様の実体かと考えるが…。

答弁趣旨財政も仕事も、本当に厳しい実態

で、職員の健康も心配しています。

・知的障害者対策事業 １億８７９４万

円

質疑趣旨前年は２億６８５０万円なので、

約８０００万円の大幅な減額だが、これ

では事業としてどうなのかという気さえ

するが理由は？

答弁趣旨事業内容は、知的障害者のため

の、地域ホーム委託、入所施設支援、通

所施設支援、通寮施設支援の費用負担で

す。

自立支援法の「改正」等流動的な時期

と言うことも含めて、「当初」予算計上

ということで理解を…。

質疑趣旨他の事業に変わると言うことも

なく、不足が生じた場合は、補正対応す

高柳勝巳の予算審査質疑
「総務部」「民生部」「経済部＋建設部

＋街なか対策部」「教育部」の「 」ごと
に各１日で合計４日間の審査を例年行って
います。
私は、経済建設常任委員会に所属してい

ますので、経済部関連の質疑は「所管」と
なり本会議場での質疑はできません。
また、時間に限りがあるので、他の議員

が聞いてくれるだろうなぁ？と考えたもの
は控えて、以下一部紹介します。

○給食費 ２億７，０６３万円

質疑趣旨前年に、小学生３５８０円→４２

００円、中学生４３００円→４７００円に

それぞれ値上げしたが、その効果と課題に

ついて改めて伺いたい。

答弁趣旨食の安全が注目される中で、国内

もしくは地場産の食材の確保しつつ、食品

構成の充実を図ることが目的でした。

結果として、リクエスト給食やデザート

に反映され、児童・生徒からは、好評を得

ています。

質疑趣旨結果として、県内の市では２番目

の給食費ということも事実なので、理解を

求める取り組みを継続すべきだが…。

答弁趣旨給食センターだよりやホームペー

ジも活用しながら、より充実された給食へ

の努力と周知に努めます。
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調査員の人手不足深刻
政令指定市・東京２３区・県

庁所在市の全国７３市区を対象

に朝日新聞社が、ケースワーカー

の人手不足についてアンケート

したところ、社会福祉法で決められたＣＷ

の配置基準を満たしていない自治体は６７

市区と９割を超えた。自治体窓口での対応

や自立支援に十分な時間がとれないといっ

た問題が生じている。

７３市区の今年１～３月の生活保護申請

数の合計は、前年同期比で６２．１％増加。

浜松市、千代田区で前年の３倍、名古屋市、

富山市、世田谷区、那覇市、前橋市、文京

区で２倍を超えた。

そのため、申請・支援の窓口となる福祉

事務所の業務負担が増している。社会福祉

法は、生活保護世帯８０に対してＣＷ１人

の配置を標準数として定めている。３月時

点では９１．８％（６７市区）でＣＷ数が

これを下回っていた。

生活保護世帯は、一昨年は、

１３８世帯、昨年は１５７世帯

今年の世帯数は聞かなかったが、支給額１

億円は、前年度比２５％の伸びとなる。

調査員の社会福祉法上の配置基準２４０

人まで３人に限りなく近づいている？

思考模索

気になる予算特別委質疑

○病後児保育事業 １９０万円

質疑趣旨前年度は４６３万円だった。半額

以下と激減だが、その理由と対応策は？

答弁趣旨傷病の回復期にあり、保護者の就

労等の都合により家庭で保育を行うことが

困難な児童を、施設で一時的に預かる事業

です。

群馬県の補助事業で支給方法の変更があ

り、このような額になりました。

質疑趣旨実績に見合った額であれば良いが、

風などが流行れば、一気に増額が見込まれ

心配だが…。

答弁趣旨現在は、めぐみ保育園が実施して

いますので、推移を見守りながら対応して

・生活保護適正化推進事業 ４８７万円

質疑趣旨生活保護扶助費は、前年約３億円

だったのが、わずか１年で１億円増額となっ

た。なのに、適正化事業推進費は微減だが

困難とならないか。

調査員（ケースワーカー）等の適正配置

基準があったと思うが、大丈夫か？

答弁趣旨厳しい経済状況を反映して、急激

に扶助費が増額となっていると認識してい

ます。国の経済対策費で生活保護までには

至らないものの、住居を失ってしまった方

へ、住宅手当緊急特別設置事業も予算化し

私の感想

↑写真上はＳ４４年完成の「木田橋」

写真下は、Ｓ３６年完成の「寺久保橋」

○橋りょう補修事業 ２９，１００千円

従来の事後的な修繕及び架替えから、予

防的な修繕及び計画的な架替えへと円滑な

政策転換を図るため、長寿命化修繕計画を

策定する地方公共団体に対して、国が支援

（当該計画策定に要する費用の１／２を国

が補助）する「長寿命化修繕計画策定事業

費補助制度」を活用し市内の、長さ１５㍍

以上の橋７０を３５橋×２年で点検して、

計画的に修繕等を行う事業です。
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かねてより、総務省では、

地理的な制約から民間事業者

の投資による情報通信環境の整備が期待

できないことにより情報格差が生ずる市

町村等に対し、地域情報通信基盤整備推

進交付金を交付することにより、地域間

の情報格差を是正するための事業を実施

していましたが、昨年４月に決定された

国の「経済危機対策」により、地域活性

化・公共投資臨時交付金が創設され、地

方負担が大幅に緩和されたことから、平

成２１年度補正予算(第３号)で地域情報

通信基盤整備事業を計上させていただき

ました。

公募型プロポーザル方式により、株式

会社ＮＴＴ東日本－群馬を選定し、契約

額が４億６，２００万円となることか

ら、地方自治法第９６条第１項第５号の

規定により（つまり高額契約なので）議

会の議決を求めるものです。

工事の概要は、本市区域内におい

て光ブロードバンドサービスが未提

供となっている池田地区の一部、白

沢町及び利根町の全域に光ケーブル

等の通信基盤を整備し、地域間の情

議案第３２号 地域情報通信基盤整備推進
交付金事業 沼田市地域情報通信基盤整備
工事請負契約の締結について

【地域活性化事業債の対象事業】
地球温暖化自然再生対策事業

（低公害車導入、太陽光発電など）

国土保全特別対策事業

（地球環境保全のための森林の整備事業等）

少子・高齢化対策事業

（歩道の段差切り下げ、リハビリテーショ

ン施設の整備など）

地域資源活用促進事業

・地域経済新生事業（ベンチャー支援等）

・地域を支える人づくり事業

（地場産業後継者の育成など）

科学技術振興事業（産学官の共同研究や連

携強化のための施設等の整備など）

地域文化財・歴史的遺産活用事業

（地方指定文化財等の修復・復元など）

集落再編整備事業

（集落移転事業、季節居住団地整備事業等）

地域情報通信基盤整備事業（公共施設等を

接続するネットワークの整備など）

【財政措置】充当率等 おおむね７５％

また、その元利償還金については、後年

度、その３０％に相当する額を普通交付税

の基準財政需要額に算入する。

特に推進すべき事業として、地域情報通

信基盤整備事業において、各事業要綱に定

めるものについては、さらに財源対策債１

５％を許可し、その元利償還金については、

後年度、５０％相当額を普通交付税の基準

財政需要額に算入する。

高度情報化と

デジタルデバイド？
パソコンやインターネットなどの情報

技術(IT)を使いこなせる者と使いこなせ

ない者の間に生じる、待遇や貧富、機会

の格差のことです。

個人間の格差の他に、国家間、地域間

の格差を指す場合もあります。

いわば、情報技術が社会的な格差

を拡大、固定化する現象がデジタル

デバイドです。

豆知識

私案理由

懸案だった上川田の防空地下工場跡が、

「反戦平和啓発事業」として、新年度

に予算化（３０万円）されました。

これは、工場跡の資料をパネル化するな

どして、イベント等に活用してもらい平和

行政推進の一助とする目的となります。

啓発看板を立てることについては、立地

条件などで、今回は残念ながら見送られま

したが、「明日に繋がる一歩」として活用

していきたいと思います。


